
購買業務管理規程 

 

平成20 年11 月5 日 

代表取締役社長決定 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、株式会社東京テレポートセンター（以下「会社」という。）の購買業

務の基本を明確にするとともに、円滑確実な業務の遂行と積極的な利益の創造を図るこ

とを目的とする。 

 

（適用範囲及び定義） 

第２条 この規程は、法令若しくは慣行によるべき場合を除くほか、購買に関する業務全般

に適用する。 

２ 前項及び本規程各条に定める「購買」とは、商品、材料、工事、修理及び役務並びにサ

ービスの提供等（以下「物品」という。）について、売買、賃借、請負その他手続きの

名称の如何を問わず、社外から金銭による対価を持って買取り、若しくは買入れを行う

一切の行為をいう。 

 

第２章 組織 

（統括購買管理者及び購買管理者の設置） 

第３条 代表取締役社長が購買に係る業務を委任する者として、統括購買管理者を置く。 

２ 購買に関する業務は管理部が統括することとし、前項に定める統括購買管理者として経

理課長の職にある者を充てる。 

３ 統括購買管理者は、各担当部門において購買に関する業務にあたらせることが適当であ

ると認められる場合は、各部の担当課長又は庶務担当課長を当該部門の購買管理者とし

て指定することができる。 

 

（統括購買管理者等の責務） 

第４条 統括購買管理者並びに各担当部門の購買管理者（以下、「統括購買管理者等」とい

う。）の責務は、経営方針に従って、物品の需要動向及び価格動向の把握に努めること

により、効果的・効率的な経営目標の達成を促進することを基本とする。 

２ 購買に関する業務を統括する管理部は、常に各担当部門の購買の状況や市場の動向につ

いて的確な把握に努め、適宜それらの情報をその他の担当部門に提供することに努める。 

３ 購買管理者は、統括購買管理者が別に委任した場合を除く購買業務並びに本規程の解釈

について、統括購買管理者と十分な調整を行い、協議のうえその職務にあたる。 



 

（購買管理委員会） 

第５条 代表取締役社長は、必要に応じ、購買に係る重要事項を審議するための委員会（以

下、「購買管理委員会」という。）を要綱を定め設置する。 

２ 前項の購買管理委員会設置に係る要綱には以下の事項を定める。 

（１）設置の目的 

（２）審議対象事項等の所掌事務 

（３）組織（職務代理規定を含む。） 

（４）招集及び議事に関すること 

（５）その他、審議事項に係る基本方針など必要な事項 

 

第３章 購買の方法及び手続き等 

（購買の方法） 

第６条 購買方法は、本規程に特段の定めのあるほかは、２者以上の競争に基づく購買先の

決定及びこれに基づく契約（以下、「競争購買契約」という。）を原則とする。 

２ 前項の競争性を確保するための手続きは以下各号に定めるとおりとする。 

（１）競争見積 

本規程第１１条に定める２者以上からの見積書の取得手続きによるもの 

（２）競争入札 

入札業務管理要綱に基づく競争入札の手続きによるもの 

（３）企画コンペ・プロポーザル 

企画コンペ・プロポーザルとして別に定める要領に基づき実施するもの 

３ 前２項に定める競争購買契約のうち工事請負等納期を定めて契約するもののほか、以下

のものは、複数の会計期間にまたがりその購買契約の相手先を決定することができる。

（以下、「長期継続契約」という。） 

（１）電子計算機の借入、不動産賃借等、商慣習上複数年にわたり契約を締結することが

一般的であると認められるもの 

（２）建物、設備等の保守、清掃、警備等に係る購買契約その他、複数の会計期間にわた

り経常的かつ継続的に役務の提供を受ける必要があると認められるもの 

（３）その他、代表取締役社長の決定に係るもの又は購買業務管理委員会が合理的な理由

に基づきあらかじめ指定するもの 

 

（購買の相手方の欠格事項） 

第７条 次の各号の一に該当する者は、特別な理由ある場合を除くほか購買の相手方とする

ことができない。これを代理人として使用する者についてもまた同様とする。 

（１）成年被後見人 



（２）被保佐人 

（３）同意権付与の審判を受けた被補助人 

（４）破産者で復権を得ない者 

２ 前項の規定によるほか、東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第

２条第４号に規定する暴力団関係者及び東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱

第５条第１項に基づき排除措置期間中の者として公表した者（ただし、排除措置期間中

に限る。）（以下、「暴力団関係者等」という。）の場合は、購買の相手方とすること

ができない。 

 

（取引の停止） 

第８条 次の各号の一に該当すると認められる者を、その事実があった後３年を限度として

購買の相手方としないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札

代理人として使用する者についても、また同様とする。 

（１）購買手続きの履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質

若しくは数量に関して不正の行為をした者 

（２）入札または見積書取得の方法による競争契約において、その公正な執行を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

（３）購買手続に参加することを妨害し、又は購買手続若しくは購買の履行を妨げた者 

（４）会社が行う監督又は検査に当たり、担当職員の執行を妨げた者 

（５）正当な理由がなくて購買手続きの履行をしなかった者 

（６）購買手続きにあたり不当に価格をせり上げ又はせり下げる目的をもって連合した者 

 

（予定価格の調整） 

第９条 購買管理者は、購買手続きを行う際には、予定価格を設定する。 

２ 前項の予定価格は、総額について、契約の目的となる物件又は役務について取引の実例、

価格、需給の状況、履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定め

ることを基本とする。ただし一定期間継続して行う製造、修理、加工、売買、供給、使

用等においては、単価についてその予定価格を定めることができる。 

３ 予定価格は秘密とし、契約の相手方の決定後といえども公表してはならない。 

 

（見積書の取得） 

第１０条 購買管理者は、契約条項その他見積に必要な事項を示して、競争性に留意し、原

則として２者以上から見積書を取得し、比較検討を行わなければならない。ただし、法

令により価格の定められている物品を買い入れるとき、本規程に別の定めのあるとき、

その他必要がないと認められたときは、この限りではない。 

 



（購買先の決定） 

第１１条 購買先の決定は、見積書に従い品質、価格、納期、契約期間を含む取引条件、保

有技術、サービス能力、協力度等を総合的に考慮の上、最も有利な条件を備えた購買先

より購入する。 

２ 前項に係わらず、以下各号の一に該当する場合は、特定の購買先に発注することができ

る。ただし購買先の決定にあたっては、前項に準じた総合的考慮を実施しなければなら

ない。 

（１）特許、著作権等の関係により、購買の相手先が唯一に限定される、独占的地位に基

づく購買先の決定及びこれに基づく契約（以下、「独占購買契約」という。） 

（２）緊急の必要により競争契約を行う暇がなく、一者とのみ購買手続きを行う購買先の

決定及びこれに基づく契約（以下、「緊急購買契約」という。） 

（３）少額のための事務効率の観点から購買業務管理委員会が定める上限額の範囲内で一

者とのみ行った購買手続きによる購買先の決定及びこれに基づく契約（以下、「少額購

買契約」という。） 

（４）以下ア～エに該当し、特定の一者から見積書を取得し、発注するもの及びこれに基

づく契約（以下、「特定購買契約」という。） 

ア 競争入札において落札者が契約に応じない場合に次に低廉な価格を応札した者を購買

先に決定する場合 

イ 競争入札において再度の入札に付し落札者がない場合で応札者のうち最も低廉な価格

を示した者を購買先に決定する場合 

ウ 取引価格の時価が公知のものでかつその時価に比して著しく有利な購買が可能な場合 

エ 購買業務管理委員会が経営の効率化の視点から、特定の業務についてその対象とする業

務、見直しの期限、その他必要な事項を定めて見積の取得先を予め一者に指定する場合。 

オ その他、購買管理者が付した合理的な理由に基づき、購買管理委員会が審査、決定した

者を購買先に決定する場合 

 

（見積依頼業者候補者名簿） 

第１２条 購買管理委員会は、緊急購買契約及び特定購買契約に係る見積依頼業者の適切な

選定に資するため、見積依頼業者候補者名簿を制定することができる。 

２ 候補者の選定基準は別に定める。 

 

第４章 購買契約の締結 

（購買に関する契約書の作成） 

第１３条 購買管理者は、購買の相手方を決定したときは、遅滞なく次に掲げる事項を記載

した購買に関する契約書（以下、「契約書」という。）を作成しなければならない。た

だし、取引の性質又は目的により該当のない事項については、その記載を要しないもの



とする。 

（１）契約の目的 

（２）契約金額 

（３）履行期限 

（４）契約履行の場所 

（５）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（６）監督及び検査 

（７）履行の遅滞その他債務不履行の場合における遅延利息、違約金、その他の損害金 

（８）危険負担 

（９）かし担保責任 

（１０）契約に関する紛争の解決方法 

（１１）その他必要な事項 

 

（契約書の省略） 

第１４条 購買管理者は、次に掲げる場合においては、前条の規定にかかわらず、契約書の

作成を省略することができる。 

（１）第１１条第２項各号に定める場合（独占、緊急、少額、特定の各購買契約）におい

て、統括購買管理者がその必要がないと認めるとき。 

（２）２００万円未満の購買契約。ただし、契約の履行を担保するため、統括購買管理者

が指示するものを除く。 

 

（請書等の徴取） 

第１５条 購買管理者は、前条の規定により契約書の作成を省略する場合においても、特に

軽微な契約を除き、契約の適正な履行を確保するため、原則として請書その他これに準

ずる書面を徴するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、物件の買入れ等をするときは、請書の徴収を省略することが

できる。 

３ 前２項の規定により請書の徴収を省略するときは、特に軽微なものを除き発注書による

ものとする。 

 

（物品発注書兼承認書） 

第１６条 物件の買入れで１件あたりの予定価格が１００万円未満、単価１０万円未満のも

のをするときは、別紙様式１に定める「物品発注書兼承認書」をもって発注書とするこ

とができる。 

 

（発注書の省略） 



第１７条 １件当たりの予定価格が２０万円未満、単価３万円未満の特に軽微な物件の買入

れ及び１件当たりの予定価格が２０万円未満の特に軽微な修繕工事を行うときは、所管

課長の承認に基づき口頭による発注を行うことができる。 

 

（前払金の特約） 

第１８条 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27 年法律第184 号）第２条第２

項の規定に準ずる工事については、契約の相手方が当該工事の工期を保証期間とする前

払金保証契約を保証事業会社と締結し、その保証書を会社に寄託したときは、当該契約

の相手方に対し前金払をすることができる。 

２ 前項の規定により前金払をする場合は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る額の範囲内において行うものとする。 

（１）購買契約の金額が２４億円未満の場合、当該契約金額の３割（土木工事、建設工事

及び設備工事については４割）を超えない額（２億５千万円を限度とする。） 

（２）購買契約の金額が２４億円以上の場合、契約金額の１割を超えない額 

３ 第１項の規定にかかわらず、工期が６０日未満のものについては、前払金を支払わない。 

４ 前金払をした後において、設計変更その他の理由により購買契約の金額を変更した場合

において、その増減額が著しいため、前払金の額が不当と認められるに至ったときは、

当該変更後の金額に応じて前払金を追加し、又は返還させることができる。 

５ 前払金の支払いを受けた者が次の各号の一に該当する場合は、既に支払った前払金を返

還させるものとする。 

（１）保証事業会社との間の保証契約が解除されたとき。 

（２）会社との間の購買契約が解除されたとき。 

（３）前払金を当該前払金に係る工事以外の経費の支払いに充てたとき。 

 

（部分払の特約） 

第１９条 工事若しくは製造その他の請負契約にかかる既済部分又は物件の買入れ契約に

係る既納部分に対し、その完済前又は完納前に代価の一部を支払う必要がある場合には、

工事又は製造その他の請負契約にあってはその既済部分に対する代金の十分の九、物件

の買入れ契約にあってはその既納部分に対する代価を支払うことができる。ただし、工

事又は製造その他の請負契約で、性質上その内容が明確に区分できる場合にあっては、

完済した部分までに相当する代価の金額を支払うことができる。 

 

第５章 契約の解除 

（契約の不履行等） 

第２０条 購買契約の相手先がその責に帰すべき事由により購買契約を履行しないとき、又

は購買契約の相手先による購買契約の履行がその責に帰すべき事由により不能となった



とき、その他購買契約の相手先が購買契約の条件に違反し、その違反により購買契約の

目的を達することができないときは、購買契約を解除するものとする。 

２ 統括購買管理者等は、契約の相手方が、暴力団関係者等と判明した場合は、当該契約

を解除するものとする。 

 

第６章 監 督 

（監督） 

第２１条 購買管理者は、契約が締結され必要があるときは、契約の履行を確保するため、

監督員を定め、その履行の状況につき監督させることができる。 

 

（監督員の一般的職務） 

第２２条 監督員は、必要があるときは、請負又は委託等の購買契約の履行について、立会

い、工程の管理その他の方法により監督をし、契約の相手方に必要な指示をするものと

する。 

２ 監督員は、監督の実施にあたって特に知ることができた業務上の秘密に属する事項は、

これを他に漏らしてはならない。 

 

（監督員の報告） 

第２３条 監督員は、監督の実施状況について購買管理者等に対し随時必要な報告をしなけ

ればならない。 

 

（監督の実施細目） 

第２４条 監督の実施についての細目は、別に定める。 

 

（検査） 

第２５条 統括購買管理者は、契約が完了したとき、その履行状況を確認するため検査員を

定め、検査を行わせなければならない。 

 

（検査員の一般的職務） 

第２６条 検査員は、購買契約の完了の確認につき、契約書、仕様書及び設計書その他の関

係書類に基づき、契約の内容について検査を行わなければならない。 

 

（検査調書の作成等） 

第２７条 検査員は、前条の検査を完了した場合においては、検査調書を作成し、その結果

を購買管理者に報告しなければならない。 

２ 契約金額が２００万円未満の契約に係る検査調書は、これを省略することができる。た



だし、検査を行った結果、その給付が当該契約の内容に適合しないものがあるときはこ

の限りでない。 

 

（検査の実施細目） 

第２８条 検査の実施についての細目は、別に定める。 

 

第７章 購買契約管理台帳の整備 

（購買管理台帳） 

第２９条 統括購買管理者は、第４条に定める責務を果たすため、記載すべき対象、事項を

予め指定した購買契約管理台帳を整備し、保管する。 

２ 前項の購買契約管理台帳は、営業上の秘密とし、法令に基づく場合、監査等で求められ

た場合、その他都並びにグループ企業との間での協定・契約等により守秘義務を付して

提供する場合を除き公表してはならない。 

 

第８章 雑則 

（本規程の公表等） 

第３０条 本規程は、公表を前提とし、その写しを管理部に備置するとともに、その要旨を

当社のインターネットホームページにおいて公開する。 

２ 本規程に基づき定める要綱、要領等は、営業上の秘密とし、法令に基づく場合、監査等

で求められた場合、その他都及びグループ企業、購買契約の相手先等との間での協定・

契約等により守秘義務を付して提供する場合を除き原則として公開しない。 

 

（購買契約情報の一部公表に関する特則） 

第３１条 統括購買管理者は、購買の相手先との間の購買契約の条件が、東京都の定める指

導監督指針（平成２０年３月３日付平成１９年総行革監第３５号通知）に定められた基

準に該当する場合、購買相手先に当該契約情報等の公表を前提として、その可否につい

て照会する。 

 

附則 

第１条 本規程は、平成２１年４月１日から適用する。ただし、契約規程により締結した契

約及び同規程に基づき契約に係る手続きを開始したものは、当該規程の定めた手続きに

よる。 

 

附則 

第２条 本規程は、平成２４年４月１日から適用する。ただし、当該施行日以前に行う平成

２４年度にかかる準備契約についても本規程を適用することとする。 


